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平成２９年度　各会計予算　総括表
　　　（単位：千円・％）

平成　２９　年度 平成　２８　年度

 会計名 予　 　算　 　額 予　 　算　 　額 増減率

83,782,000 83,731,000 51,000 0.1 

国民健康保険会計 20,355,171 20,319,083 36,088 0.2 

後期高齢者医療会計 2,178,571 2,017,957 160,614 8.0 

介護保険会計 13,980,015 13,230,736 749,279 5.7 

中島霊園事業会計 62,100 61,939 161 0.3 

簡易水道事業会計 125,382 73,648 51,734 70.2 

農村下水道事業会計 131,599 131,480 119 0.1 

ばんえい競馬会計 16,263,100 14,789,105 1,473,995 10.0 

駐車場事業会計 97,538 101,138 △ 3,600 △ 3.6 

空港事業会計 1,301,916 1,098,922 202,994 18.5 

54,495,392 51,824,008 2,671,384 5.2 

収　入 5,743,215 5,726,461 16,754 0.3 

支　出 6,850,344 7,439,218 △ 588,874 △ 7.9 

収　入 6,539,881 6,449,984 89,897 1.4 

支　出 7,725,487 7,732,111 △ 6,624 △ 0.1 

収　入 12,283,096 12,176,445 106,651 0.9 

支　出 14,575,831 15,171,329 △ 595,498 △ 3.9 

収　入 150,560,488 147,731,453 2,829,035 1.9 

支　出 152,853,223 150,726,337 2,126,886 1.4 

企　業　会　計　合　計

総 合 計

区  分 比　較　増　△　減

一 般 会 計

特 別 会 計 合 計

水道事業会計

下水道事業会計
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平成２９年度　一般会計当初予算　歳入歳出総括表
(歳　　入) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額　(A-B) 増減率

5. 市 税 22,246,734 26.5 21,822,859 26.1 423,875 1.9 

10. 地 方 譲 与 税 1,071,102 1.3 1,076,940 1.3 △ 5,838 △ 0.5 

15. 利 子 割 交 付 金 46,130 0.0 28,343 0.0 17,787 62.8 

16. 配 当 割 交 付 金 67,068 0.1 161,122 0.2 △ 94,054 △ 58.4 

17. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 156,305 0.2 279,615 0.3 △ 123,310 △ 44.1 

18. 地 方 消 費 税 交 付 金 3,646,385 4.3 3,936,896 4.7 △ 290,511 △ 7.4 

20. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 0.0 3,906 0.0 △ 3,906 皆減

30. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 146,022 0.2 105,437 0.1 40,585 38.5 

35.
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

232,262 0.3 230,271 0.3 1,991 0.9 

37. 地 方 特 例 交 付 金 91,172 0.1 82,452 0.1 8,720 10.6 

40. 地 方 交 付 税 13,953,010 16.7 14,309,626 17.1 △ 356,616 △ 2.5 

45. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 27,671 0.0 31,091 0.0 △ 3,420 △ 11.0 

50. 分 担 金 及 び 負 担 金 651,578 0.8 642,872 0.8 8,706 1.4 

55. 使 用 料 及 び 手 数 料 2,503,646 3.0 2,565,359 3.1 △ 61,713 △ 2.4 

60. 国 庫 支 出 金 14,655,724 17.5 14,871,653 17.8 △ 215,929 △ 1.5 

65. 道 支 出 金 5,150,167 6.1 5,384,988 6.4 △ 234,821 △ 4.4 

70. 財 産 収 入 76,186 0.1 77,649 0.1 △ 1,463 △ 1.9 

75. 寄 附 金 1 0.0 2,001 0.0 △ 2,000 △ 100.0 

80. 繰 入 金 216,078 0.3 194,218 0.2 21,860 11.3 

85. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

90. 諸 収 入 13,480,880 16.1 13,032,624 15.6 448,256 3.4 

95. 市 債 5,363,878 6.4 4,891,077 5.8 472,801 9.7 

83,782,000 100.0 83,731,000 100.0 51,000 0.1 

平　成　２９　年　度 平　成　２８　年　度 比　較　増　△　減

合 計
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(歳　　出) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額　(A-B) 増減率

5. 議 会 費 365,831 0.4 363,090 0.4 2,741 0.8 

10. 総 務 費 2,128,624 2.6 2,282,013 2.7 △ 153,389 △ 6.7 

15. 民 生 費 31,533,390 37.6 31,808,393 38.0 △ 275,003 △ 0.9 

20. 衛 生 費 4,571,649 5.5 4,320,249 5.2 251,400 5.8 

25. 労 働 費 91,726 0.1 91,501 0.1 225 0.2 

30. 農 林 水 産 業 費 3,582,929 4.3 3,669,555 4.4 △ 86,626 △ 2.4 

35. 商 工 費 8,448,364 10.1 8,331,063 9.9 117,301 1.4 

40. 土 木 費 5,803,731 6.9 5,509,429 6.6 294,302 5.3 

45. 消 防 費 1,761,615 2.1 1,726,859 2.1 34,756 2.0 

50. 教 育 費 5,169,536 6.2 5,324,261 6.4 △ 154,725 △ 2.9 

53. 災 害 復 旧 費 143,824 0.2 0.0 143,824 皆増

55. 公 債 費 9,128,630 10.9 9,186,285 11.0 △ 57,655 △ 0.6 

60. 諸 支 出 金 1,431,295 1.7 1,418,405 1.7 12,890 0.9 

65. 職 員 費 9,580,856 11.4 9,659,897 11.5 △ 79,041 △ 0.8 

70. 予 備 費 40,000 0.0 40,000 0.0 0 0.0 

83,782,000 100.0 83,731,000 100.0 51,000 0.1 

平　成　２９　年　度 平　成　２８　年　度 比　較　増　△　減

合 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

国内姉妹都市相互交流事業 1,700 1,700 徳島市との姉妹都市締結35周年記念事業として、訪問団
を派遣しPR活動を実施
　・平成29年8月中旬（2泊3日） 　15人程度

おびひろ応援寄附金（ふるさと納税）推進事業 45,932 45,932 地域の魅力発信を通して自主財源を確保するため、帯広市 ※一部ばんえい競馬会計にて
への寄附者に対する返礼品を実施 計上　21,824千円
　・寄附見込額.. ・・ 0 委託　　101,503千円
　・返礼品調達、業務委託等　 43,648千円
　・事務費調達、業務委託等　 42,284千円

次期総合計画の策定（新規） 2,109 2,109 次期総合計画策定に向けた取り組みを実施
　・市民アンケートの実施
　・庁内検討
　・総合計画策定審議会の開催

川西合同庁舎耐震化事業（新規） 6,812 6,737 75 川西支所及び川西第一分団詰所を併設した川西合同庁舎の
国庫補助金 耐震性能を確保するための実施設計、耐震補強工事

437 　・構造 　RC造、2階建　　
市債 　・延床面積　　529.8㎡

6,300

備　　　　　　　考

総 務 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域防災強化事業

防災意識の普及啓発 585 585 災害時の応急活動や避難所での宿泊など実践的な訓練の
実施や、防災意識の普及啓発活動等
　・地域防災訓練（夏季）、冬季防災訓練の実施
　・防災啓発DVDの作成

備蓄資材の整備 2,000 2,000 災害用備蓄品の更新及び購入等
　・備蓄食料などの更新及び避難所運営資材などの購入

広報・通信体制の整備（新規） 389 389 防災拠点における情報入手手段の充実
　・市役所にWi-Fi環境を整備

地域防災体制の充実 1,000 1,000 地域防災力の向上等を図るため、町内会連合会等の防災
活動を支援

避難所誘導標示板整備（新規） 4,666 4,666 消火栓に設置している避難所誘導標示板の修正
（記載避難所の追加）
　・修正箇所数　　270箇所

指定避難所トイレ洋式化（新規） 12,800 12,800 指定避難所となる市立の学校施設における体育館トイレ ※教育費にて計上
市債 の洋式化

12,800 　・17校　34基の改修

水防等資機材の整備 1,432 1,432 道路や河川の水防等に使用する資機材を整備 ※土木費にて計上
　・投光器、発電機、バリケード、通行止看板等

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

生活困窮世帯の子どもの学習支援事業（拡充） 970 485 485 生活困窮世帯の高校生の中退防止を図るため、中学生学習 事業費総額　4,500千円
国庫補助金 支援プログラムの卒業生に対し、定期的な連絡相談を実施 中学生学習支援プログラムと

485 　・予定人数　　　 13人程度 一体的に実施
　・週1回、年間48日

グリーンプラザ施設整備事業（新規） 23,509 14,700 8,809 温泉廃止に伴う閉塞工事、浴室改修工事等
市債 　・温泉閉塞工事

14,700 　・浴室を更衣室・会議室へ改修
　・電話設備改修、給湯ボイラー改修

地域介護・福祉空間整備事業（地域密着型介護 309,565 309,565 第六期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づく
関連施設整備） 道補助金 介護保険施設の整備を支援

309,565 　・小規模多機能型居宅介護事業所　　2施設（定員　各29人）
　・小規模特別養護老人ホーム●●a●1施設（定員　　 29人）
　・認知症高齢者グループホーム　　　　2施設（定員　各18人）

私立保育所改築事業（新規） 159,934 149,223 10,711 老朽化した私立保育所の改築費の一部を支援 債務負担行為設定
道補助金 （平成29～49年度）

106,623 限度額280,000千円
市債

42,600

公立保育所の民間移管(新規) 24,940 24,940 平成30年4月に民間移管するあやめ保育所の円滑な移管に 移管先法人　
向けた準備経費 社会福祉法人慧誠会
　・派遣保育士の人件費に対する支援　6人分
　・施設整備　トイレ改修、アスファルト敷設　等

備　　　　　　　考

民 生 費

　・栄保育園（ＲＣ造2階建　延床面積1,334.70㎡）
　・定員90人　⇒　120人

（ 債 務 負 担 行 為 設 定 ）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

へき地保育所整備事業（新規） 2,819 2,113 706 子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、へき地保育所の 平成32年度認可化予定
国庫補助金 認可化に向けた取り組みを段階的に推進

1,409 　・基本調査の実施
道補助金

704

児童保育センター整備事業（新規） 40,220 33,900 6,320 入所児童数の増加に対応するため、川西児童保育センター 平成30年4月供用開始予定
国庫補助金 を増築 現在学校内にある保育室は

8,320 　・実施設計及び建設工事 川西小学校の特別教室に転用
道補助金 　・構造　　軽量鉄骨造2階建

2,080 　・延床面積　　140㎡程度
市債 　・受入可能児童数　　64人

23,500

児童保育センター管理運営業務 63,451 63,451 第2緑ケ丘児童保育センター供用開始に伴う指定管理委託料
の変更
　・債務負担行為の変更

事項

母子家庭等自立支援教育訓練給付金（拡充） 400 300 100 ひとり親家庭の親の自立促進を図るため、給付金の支給対象 事業費総額　520千円
国庫補助金 を拡充

300 　・追加となる支給対象者
　　雇用保険法の一般教育訓練給付の支給を受けるひとり親
　・上限額　100千円（訓練費用の4割相当額）

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

（ 債 務 負 担 行 為 限 度 額 変 更 ）

期間 限度額
児童保育施設管理運営
業務委託
（中央児童保育センター
外3施設）

平成26年度～平成31年度
279,200千円

⇒　308,500千円
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

子ども発達支援事業（見直し） 10,772 821 9,951 発達支援センターに対する委託業務内容を見直し、補助員を 平成28年度　13,000千円
道補助金 段階的に廃止

821 　・加配人数　　4人 ⇒ 3人

青少年センター事業（見直し） 3,086 3,086 関係機関、サポートステーションの連携強化を図るため、
青少年センターの業務体制を見直し、一部業務について
地域若者サポートステーションの運営事業者へ委託
　・子ども・若者支援地域協議会運営の一部委託
　・電話相談窓口（ヤングテレホン）の委託

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

自殺対策計画の策定（新規） 490 326 164 「自殺対策基本法」が改正されたことに伴い、自殺の地域分析
道補助金 を行い、自殺対策計画を策定

326

ふれあい銭湯事業（拡充） 3,100 3,100 高齢者を対象に入浴料の割引を行う公衆浴場に対し支援を 事業費総額　11,740千円
行うとともに、介護予防事業との連携し、地域交流・健康増進
を推進
　　・拡充内容
　　　対象者　 　65歳以上
　　　入浴料　 　200円（割引前：大人440円）
　　　実施回数　年間10回

子育て支援体制の充実

妊娠・出産サポート事業（新規） 3,097 1,548 1,549 妊産婦に対する相談支援や、退院直後の母子に対する心身
国庫補助金 のケアや育児のサポートを実施

1,548 ・産前産後サポート事業
　助産師や栄養士など専門職による相談対応
　　実施回数　15回（集団形式）
・産後ケア事業
　医療機関において、母体の休息確保や育児指導、乳児の
　発育・発達確認を実施（日帰り）

　　　　対象者　　　生後57日未満の乳児と母親

特定不妊治療費助成事業（拡充） 825 825 不妊治療を受ける夫婦の負担軽減を図るため、助成内容 事業費総額　9,900千円
を拡充

・男性不妊治療費助成を開始
　　助成額 75千円（上限）
・助成回数の変更
　　通算6回（40歳以上3回）　⇒　子ども毎6回（40歳以上3回）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

衛 生 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

不育症治療費助成事業（新規） 500 500 妊娠後に流産や死産などを繰り返す「不育症」に悩む夫婦に
対し治療費を助成

・助成額 治療期間1回につき上限50千円
・対象年齢 制限なし
・助成回数 制限なし

母子栄養食品支給事業（見直し） 537 537 非課税世帯の妊産婦及び乳児を対象に行っている牛乳 平成31年度 完全廃止
など栄養食品の支給について新規受付を廃止し、産前
産後サポート事業における栄養相談を実施

廃カセットボンベの穴あけ不要化 事故防止を目的とし、使用済みスプレー缶・カセットボンベ 処理経費は十勝環境複合
の排出時に、市民が行うものとしていた穴あけを不要化 事務組合にて計上

・実施予定市町村
　　帯広市、音更町、芽室町、中札内村、更別村、幕別町、
　　池田町、豊頃町、浦幌町 　
・開始予定時期　　　平成29年7月 　

　

新し尿処理施設整備事業 959,419 940,809 18,610 十勝19市町村のし尿・浄化槽汚泥を十勝川流域浄化センター 平成26～27年度　
国庫補助金 で処理するための、し尿等受入・前処理施設整備 　基本・詳細設計

367,000 ・汚泥混合調整槽棟 平成28～29年度　
雑入 　　　　事業区分 基幹事業 　建設工事

429,409 　　　　事業主体 北海道 平成30年度　
市債 ・汚泥受入棟 　供用開始

144,400 　　　　事業区分 効果促進事業
　　　　事業主体 十勝環境複合事務組合

・処理量
　　　　し尿 16,425kl
　　　　浄化槽汚泥 18,250kl

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

豆類受入・製品製造施設整備事業（新規） 366,000 366,000 国の産地パワーアップ事業を活用し、豆類の受入・製品製造
道補助金 施設の整備を支援

366,000 　・実施主体　　　帯広市川西農業協同組合

道営草地整備事業 15,690 14,721 969 自給飼料の増産と経営基盤の安定を図るため、畜産農家及び 全体事業費　58,000千円
道委託金 八千代牧場の草地を整備

271 　・農家　　　草地整備改良
雑入 　・牧場　　　草地整備改良

10,250
市債

4,200

明渠橋の健全度調査 2,950 2,950 明渠橋の健全度を調査
　・調査対象　　明渠橋10橋

道営農地整備事業 88,165 79,975 8,190 担い手の育成・支援と生産性・収益性の向上を図るため、 全体事業費　682,500千円
道補助金 農業基盤整備を実施

61,775 　・大正南2地区 市基本計画策定
市債 　・川西北2地区 区画整理 50.0ha、暗渠 40.0ha、

18,200 客土 40.0ha、明渠
　・大正北2地区 区画整理 20.0ha、暗渠 21.0ｈａ、

除礫 8.0ha、客土
　・川西西2地区 区画整理・暗渠・除礫 調査設計一式
　・大正南地区 暗渠 5.3ha、区画整理
　・川西中央地区 区画整理28.0ha、暗渠 1.8ha
　・大正中島地区 明渠 39.0ｍ、区画整理 35.4ha、

暗渠 4.0ｈａ、用水施設（散水）24.3ｈａ
客土

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

農 林 水 産 業 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

市有林造成事業 46,752 41,822 4,930 第12次帯広市森林施業計画（平成28～32年度）に基づく整備
道補助金 　・新植、下刈、地拵、間伐、受光伐、補植等

21,522
市債

20,300

市有林収穫事業 7,371 20,568 △ 13,197 第12次帯広市森林施業計画（平成28～32年度）に基づく間伐
財産売払収入 材等売払

20,568 　・皆伐売払、間伐等売払等

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝・イノベーション・エコシステム 地域の創業・起業を目指す人材に対し、産官学金が連携した 地方創生推進交付金活用
支援体制を整備することにより、持続的な事業創出を実現す
るための仕組みを構築

起業家育成事業 3,046 1,523 1,523 起業家予備軍となる若年層を対象に、ビジネスの基本である
国庫補助金 課題解決の手法を身につけることを目的とした実践的なプロ

1,523 グラムの実施

フードバレーとかち人材育成事業 5,514 2,757 2,757 帯広畜産大学との共同事業として、食・農畜産業分野での
国庫補助金 新製品開発や販路拡大などの実践的な講義や実習を行う

2,757 ことにより、地域の経済発展に寄与する人材を育成

とかち・イノベーション・プログラム 17,500 8,750 8,750 地域金融機関との連携事業として、十勝地域で起業を目指す
国庫補助金 人材を対象に、地域外の革新的な事業者などとの人材触発に

8,750 よる事業創発を目的としたプログラムの実施

プロデューサー人材招聘事業 360 180 180 事業計画の磨き上げのため、全国の先進的な事業に関する
国庫補助金 知見をもったプロデューサー人材を招聘し、地域事業者とマッ

180 チング

食の高付加価値化事業 4,000 2,000 2,000 十勝産食材の魅力を東京及び世界の富裕層に向けて発信
国庫補助金 　・首都圏のハイグレードホテルでの「十勝フェア」の開催

2,000 　・十勝プレミアムランチフェアの開催
　・十勝産食材の商談支援

ものづくり総合支援事業 4,520 2,260 2,260 新たなものづくりの先導的な取り組みに対して、製品開発
国庫補助金 から技術指導、販路開拓までを総合的に支援

2,260

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

商 工 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

トカチ・コネクション構築事業 25,060 13,630 11,430 地域の起業候補者の発掘から具体的な事業化までを
国庫補助金 一貫して支援する仕組みの構築

11,430 　・起業候補者の掘り起こし
基金繰入金 　・起業家人材のニーズ把握

2,200 　・支援人材とのマッチング

総合コーディネート機能整備事業 15,000 7,500 7,500 トカチ・コネクションの中核を担うとかち財団の体制強化を
国庫補助金 図るとともに、起業家人材の掘り起こしや支援人材との

7,500 マッチング等を行うコーディネーターの配置

フードバレーとかち構想推進事業

市民理解の促進に向けた情報発信 153 153 フードバレーとかちの取り組みに対する市民理解の促進
を図るために必要な情報を発信
　・ホームページやSNSを利用した情報発信
　・小学生を対象とした出前講座の実施

ロゴマーク等を活用した食産業の 714 714 ロゴマーク等を活用した食産業の活性化
活性化と住民参加の推進 　 　・地域情報誌等を活用したロゴマークPR

　・ロゴマーク活用推進パンフレットの作成

公的試験研究機関との連携 300 300 大学などの公的試験研究機関との連携
　・ワインをテーマとしたシンポジウムを開催

十勝産農畜水産物の販路拡大 5,000 5,000 十勝産食材等のマーケティング支援による販路開拓
　・首都圏イベント出展に対する支援等

食の高付加価値化推進事業 2,945 2,945 国内トップクラスの食のマーケットや先進的な地域商社と
のネットワークを構築し、講演会や商談事業、マッチング
事業を展開

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

民間企業との連携 721 721 地域内外の企業等と連携した事業を展開
　・包括連携協定に基づく取り組み

食のまちづくり交流の推進 350 350 フードバレーを通じた交流の推進
　・富士宮市・くまもと県南フードバレー推進協議会と連携
　・したイベントの相互乗り入れ等

観光施設管理運営業務

ネーミングライツの導入（新規） 指定管理者制度の導入に併せて、ポロシリ自然公園に
ネーミングライツを導入

拓成湖案内看板等の撤去 2,997 2,997 台風被害の影響等により拓成湖が消失したことから、
周辺に設置していた案内看板・トイレ等を撤去

平原まつり70周年記念事業 2,000 1,000 1,000 平原まつり開催70周年を記念して、「踊り」をテーマにした
基金繰入金 イベントを開催

1,000 　・実施時期　　　平成29年8月14日～16日
　・実施場所　　　平原まつり会場

体験・滞在型観光推進事業

観光地魅力創造事業 6,000 6,000 地域資源である農業や食を活かした「ファーム」「サイクル」
「ヘルスケア」をテーマとしたツアー造成に加え、新たに
「アウトドア」を柱としたモニターツアー等を実施

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝アウトドアブランディング事業 44,260 20,130 24,130 （仮称）株式会社十勝アウトドアDMO設立に対する出資 地方創生推進交付金活用
国庫補助金 　・設立日　　平成29年4月（予定）

20,130 　・出資金　　4,000千円
DMOに対する運営支援
　・外部人材の招聘及び事務所経費補助
アウトドア拠点施設の整備
　・ポロシリ自然公園キャンプサイトの区画整備

海外3エリア合同プロモーション事業 3,000 3,000 ひがし北海道3市が連携して、アジア圏をターゲットにした
観光プロモーション及びチャーター便の誘致活動を展開

訪日外国人誘客強化事業（新規）

免税店機能整備支援 500 500 外国人観光客の消費獲得に向け、中心市街地の商店街が
共通して利用できる一括免税手続きカウンターの整備及び
連携システム整備に対して支援
　・実施主体○○株式会社まちづくり元気おびひろ
　・対象区域○○中心市街地の商店街

中心市街地Wi-Fi環境整備支援 10,902 10,902 外国人観光客が地元商店街について気軽に検索し、利用し
てもらうきっかけづくりのため、西2条通りの無料Wi-Fi環境
整備に対して支援
　・実施主体○○平原通商店街振興組合
　・整備区域○○平原通商店街（駅前から8丁目まで）

海外プロモーション 2,500 2,500 十勝・帯広への観光入込の多い台湾・中国等を対象に、交流
人口の拡大や国際チャーター便就航の要請活動を展開
　・実施主体○○とかち観光誘致空港利用推進協議会
　・手○○法○○現地プロモーション、旅行博への出展等

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公共交通・観光活性化拠点施設整備事業 156,897 156,848 49 帯広駅バスターミナルを解体し、新たに公共交通と観光の 平成28年度3月補正予算
国庫補助金 活性化を目的とした拠点施設を整備 計上

78,448 　・整備概要 地方創生拠点整備交付金
基金繰入金 　　　供用開始　　平成30年5月（予定） 活用

15,000 　　　建設場所　　西1条南12丁目
市債 　　　構　　　造　　鉄骨造　　

63,400 　　　延床面積　　296㎡

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

除雪機械整備事業 41,121 38,100 3,021 官貸車の増車
　　　 国庫補助金 　・除雪グレーダ　　　　7台 ⇒ 8台

26,400
市債

11,700

小型除雪機械貸出事業 1,275 1,275 冬期間の交通確保や生活環境の向上を図るため、自主的に
除排雪を行う町内会に、市がリース借受する小型除雪機を
無料で貸出し
　・小型除雪機（ハンドガイド）　　2台
　・貸出対象 　　　　　単位町内会
　・貸出期間 　　　　　1週間

特殊舗装整備事業 321,000 288,900 32,100 特殊舗装打替工事 一部平成28年度3月補正
市債 　・柏・東10条線　外　　　　L=3,580m 予算で債務負担行為新規

288,900 設定　70,000千円
オーバーレイ工事
　・富士・25号線　外　　　　L=3,000m

道路側溝整備事業 37,500 33,700 3,800 側溝整備工事（雨水管の埋設、雨水枡新設）
市債 　・昭和・3号線　外　　　　　L=300m

33,700

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

土 木 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

生活道路整備事業 304,250 272,500 31,750 施　　工　　区　　間
市債 別府・空港南町西9号線 別府町南13線～空港南町南13線 L=160m、W=8.5m

272,500 西11条南乙線 西11条南10丁目～南11丁目 L=181m、W=20m、補償
競馬場南・1号線 西14条～西15条南11丁目 L=316.77m、W=16m
競馬場南・3号線 西15条南9丁目～南11丁目 L=250.25m、W=12m
新工業団地・1号線 西24条～西25条北2丁目 用地測量、物件調査、用地、補償
市道現況調査
農村地区生活環境整備 川西地区・大正地区 L=1,234.53m

一部平成28年度3月補正予算

で債務負担行為新規設定

橋梁長寿命化事業 488,582 468,749 19,833 橋梁長寿命化計画に基づく、劣化状況に応じた計画的な点検、補修
国庫補助金 施　　工　　場　　所

290,149 西三条橋（上り線） 西3条南3丁目 L=31.20m、W=15.50m
市債 西三条橋（下り線） 西3条南3丁目 L=31.20m、W=15.50m

178,600 新生橋 西10条南32丁目 L=41.88m、W=11.70m
南一線橋 西22条南2丁目 L=96.20m、W=11.00m
西13条橋 西13条南10丁目 L=22.18m、W=10.70m
以平橋 以平町西12線 L=22.24m、W=7.80m
養鯉橋 西11条南9丁目 L=31.00m、W=8.35m
愛国大橋 愛国町 L=602.00m、W=11.00m
補修詳細設計 15橋
定期点検 164橋(直営点検含む)

都市計画事業推進業務 4,803 4,514 289 北海道が定める帯広圏の都市計画である「帯広圏都市計画区域の 平成28年度　現況図更新等
基金繰入金 整備、開発及び保全の方針」及び「帯広市都市計画マスタープラン」 平成29年度　基礎調査等

4,514 の見直しに向けた基礎調査等 平成30年度　庁内検討等
　・基礎調査（都市計画現状把握、土地利用構想対応調査等） 平成31～32年度　
　・市民アンケート 　　　　　　原案・最終案作成

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

路　　線　　名　　等 事　業　内　容　等

29,000千円

橋　　梁　　名　　等 事　業　内　容　等
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

緑化重点地区支援事業（新規） 300 300 稲田川西地区において、郷土の花や宿根草等の植栽と維持管理を
基金繰入金 行う緑化運動を市民・企業・行政の三位一体で実施

300 　・市民（稲田川西地区） 花苗の植栽、花壇の維持管理、
ワークショップへの参加

　・協賛企業 事務局運営、ワークショップの実施、
協賛金

　・行政（帯広市） 市民・企業との連絡調整、負担金

交通安全施設整備事業 10,000 9,000 1,000 歩道の再整備
市債 施　　工　　区　　間

9,000 南26丁目西線 西6条～西7条南26丁目 L=153.00m、W=3.5～4.5m
平成28年度3月補正予算

で債務負担行為新規設定

都市計画道路整備事業 1,265,090 1,200,800 64,290 施　　工　　区　　間
国庫補助金 木賊原通 西10条北4丁目～西12条北5丁目 L=223.2m、W=18m

738,000 青柳通 西8条南29丁目～西9条南34丁目 L=229.7m、W=18m、用地、補償
市債 学園通 西15条南41丁目～稲田町基線 用地測量、物件調査等

462,800 大和通線 西16条～西17条南1丁目 L=193.43m、W=14m、用地、補償等
川西・稲田西2線線 西19条南42丁目～稲田町西2線 用地、補償

道路ストック総点検事業（舗装） 65,000 62,200 2,800 路面性状調査の結果により策定した修繕計画に基づく計画的な
国庫補助金 補修

37,800 事　業　内　容　等
市債 白樺通西甲線 L=950m×4車線

24,400

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

路　線　名　等

路　線　名　等 事　業　内　容　等

路　線　名　等 事　業　内　容　等
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公園整備事業 31,800 30,400 1,400 施　　工　　場　　所 事　業　内　容　等
国庫補助金 新栄こばと児童公園 西15条南14丁目 園路・休憩・遊具施設等整備

15,900 北西第4児童公園 西16条北3丁目 園路・植栽・休憩・遊具施設等整備

基金繰入金 新北西ウレシパ公園 西12条北8丁目 設計委託
300 中央公園北側広場 西3条～西4条南6丁目 設計委託

市債
14,200 　・債務負担行為の変更

期　　間 限　度　額
多目的広場用地 93,900千円

公園バリアフリー化事業 78,300 76,200 2,100 園路の段差解消や多目的トイレの設置等、公園のバリアフリー化
国庫補助金 事　　業　　内　　容　　等

38,300 北斗児童公園 園路・広場・トイレ等の整備
基金繰入金 めぐみ第1児童公園 園路・広場・トイレ等の整備

3,500 緑ヶ丘公園 園路等の整備
市債 中央公園 園路・広場等の整備、案内板設置

34,400

公園施設更新事業 273,400 260,300 13,100 公園施設長寿命化計画に基づく公園施設等の更新
国庫補助金 事　　業　　内　　容　　等

136,700 北斗児童公園 遊具施設等の改築更新
基金繰入金 常盤児童公園 遊具施設等の改築更新

600 青柳児童公園 遊具施設等の改築更新
市債 中央公園 照明灯の改築更新

123,000 緊急遊具更新 老朽化が著しい遊具の緊急更新
十勝川水系河川緑地 被災工作物の更新

帯広の森整備事業 62,300 58,250 4,050 帯広の森の利活用のための園路・施設等の整備
国庫補助金 　・施設整備 園路整備・築山周辺駐車場

31,150
市債

27,100

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

公　　園　　名　　等

公　　園　　名

（ 債 務 負 担 行 為 期 間 変 更 ） 事　　項
平成14年度～平成29年度
⇒　平成14年度～平成31年度

公　　園　　名
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

帯広市住まいの総合支援事業
住宅リフォーム事業

ユニバーサルデザイン住宅増改築補助 1,000 500 500 これまでの貸付制度を利用が低迷していることから補助金化
（見直し） 国庫補助金 　・補助額（上限） 200千円

500 　・補助率 1/2
　・補助件数 5件

耐震診断補助 400 200 200 昭和56年以前の旧耐震基準住宅の耐震診断に対する支援
国庫補助金 　・補助額 30千円　⇒　50千円

200 　・補助率 1/2
　・補助件数　　　 8件

住まいの改修助成金 20,000 10,000 10,000 住宅の長寿命化や省エネ化の改修を促進するため、
国庫補助金 平成28年度限りとして実施した助成事業について継続

10,000 　・事業期間 平成29～35年度
（住生活基本計画最終年まで）

　・補助額 50千円
　・補助件数 400件

　※融雪施設設置資金貸付事業（廃止・見直し）
　　貸付事業は廃止し、上記「住まいの改修助成事業」において
　　融雪施設を対象工事に追加

空家改修補助（新規） 1,500 1,500 購入した空家（北海道空き家情報バンク登録物件）の改修工事
の一部に対する支援
　・補助額（上限） 300千円
　・補助率 3/10
　・補助件数 5件

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

耐震改修資金貸付金（廃止） 0 0 昭和56年以前の旧耐震基準住宅の耐震改修工事に対する ※貸付制度廃止理由

無利子貸付 平成20年度の創設以降利用なし

　・貸付限度額 2,500千円 所有者が高齢であり、償還期間・

完済時年齢を考慮すると利用が

困難なため廃止

リフォーム資金貸付金（廃止） 0 0 上記、耐震改修と同時に行うリフォーム工事に対する無利子
貸付
　・貸付限度額 2,000千円

住宅新築支援事業

おびひろスマイル住宅補助（新規） 10,000 5,000 5,000 環境負荷低減や住宅の長寿命化に効果的な住宅建設支援
国庫補助金 　・対象住宅 認定長期優良住宅、認定低炭素住宅等

5,000 　・申請時期 着工前
　・補助額 200千円
　・補助件数 50件

おびひろ住宅づくり奨励金（見直し） 16,000 8,000 8,000 住宅建設促進補助事業の新設に伴い廃止とすることから、
国庫補助金 平成28年度の申請に間に合わなかった対象者のため、

8,000 経過措置を設定
　・対象住宅 改正省エネ基準
　・申請時期 完成後10ヶ月以内
　・補助額 200千円
　・補助件数 80件

ユニバーサルデザイン住宅新築補助 2,000 1,000 1,000 これまでの貸付制度を利用が低迷していることから補助金化
（見直し） 国庫補助金 　・補助額 200千円

1,000 　・補助件数 10件

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

住宅解体支援事業

旧耐震住宅建替え補助（新規） 1,500 750 750 昭和56年以前の旧耐震基準住宅の建替え工事の一部に対する支援
国庫補助金 　・対象工事

750 　　倒壊する可能性の非常に高い住宅の解体・建替
　・補助額（上限） 300千円
　・補助件数 5件

特定空家解体補助（新規） 2,500 1,250 1,250 住宅性能が著しく低下している特定空家の解体工事費の一部に
国庫補助金 対する支援

1,250 　・補助額（上限） 500千円
　・補助率 8/10
　・補助件数 5件

住まいの総合相談窓口

ワンストップ相談窓口（新規） 819 819 空家等を含む住宅等の売却・相続・管理・リフォーム等に関し、
各分野の専門家と連携して対応する「ワンストップ相談窓口」を
開設
　・開催回数 月2回程度
　・専門家 弁護士、司法書士、宅地建物取引士、

建築士、社会福祉協議会等

民間大規模建築物耐震改修費等補助（新規） 3,726 2,794 932 耐震診断の義務対象となっている民間建築物に対する耐震改修
国庫補助金 設計・工事に係る費用について国及び北海道との協調補助

931 　・対象建築物 帯広競馬場 平成29年度　耐震改修設計
道補助金 　・要件 平成30年度　耐震改修

1,863 　　病院、店舗、旅館等で3階建て、かつ床面積合計5,000㎡以上
　　昭和56年5月31日以前に新築工事に着手したもの

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域優良賃貸住宅整備事業 36,051 36,000 51 地域優良賃貸住宅の整備に対する支援
国庫補助金 　・高齢者世帯向け 20戸（新規建設20戸）

18,000 地域優良賃貸住宅事業者選定委員会の開催
基金繰入金 　・平成30年度整備予定の事業者の選定

18,000 　　　

公営住宅整備事業 533,206 530,065 3,141 団　地　名　等
国庫補助金 公営住宅建替

260,565  ・大空団地3街区 建設工事　　2階建2棟28戸
市債 　（空3・4号棟） （平成29～30年度・継続費１年目）

269,500
ストック総合改善
 ・北郊団地 屋上防水
 ・緑央団地 屋根改修・外壁塗装・バルコニーアルミ化
 ・明和団地 屋上防水

事　業　内　容　等

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

消防車両整備事業 27,023 23,700 3,323 消防ポンプ自動車の更新
市債 　・配置場所　　　帯広第4分団詰所

23,700

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

消 防 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

小中学校適正配置推進事業 325 325 平成28年度に策定した基本方針を踏まえ、新たな適正化計画
を策定

　
学校施設の長寿命化計画策定（新規） 15,000 15,000 学校施設の長寿命化計画策定に必要な劣化調査・分析の実施 平成30年度　計画の策定

八千代中学校時間講師の臨時配置 2,626 2,626 八千代中学校において生徒数の減により複式学級編制となる
ことに伴い、主要5教科の一部で免許を保有する教員を配置で
きなくなることから、時間講師を1名臨時配置

特別支援教育補助員の配置（拡充） 2,096 2,096 ADHD（注意欠陥・多動性障害）やLD（学習障害）等の傾向を ※事業費総額　69,004千円
有する児童生徒への指導及び学級活動を支援するため、特
別支援教育補助員を増員
　・補助員　 2人増

教材備品の整備（拡充） 20,000 20,000 長年の使用により劣化した教材備品のうち学校配当予算では
対応が難しい高額なものについて、各学校が主体的に優先度
を決めて更新、修繕を実施
　・対象備品
　　　授業や吹奏楽で使用する楽器
　　　鉄棒やバレーボールの支柱などの体育用具
　　　技術などで利用する高額な工具　など

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

教 育 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

特別支援学級の設置（拡充） 1,885 1,885 特別な配慮を要する児童生徒に対し、必要な教育や指導を行
う環境を整備するため、特別支援学級を設置
　・知的学級 （新設・自校方式への移行）　1校（花園小）
　・病弱・身体虚弱学級（新設）　1校（第一中）
　・肢体不自由学級（再開）　1校（第五中）

就学援助費支給事業（拡充） 10,792 10,792 就学援助の支給費目にPTA会費及び生徒会費を追加 ※事業費総額235,247千円
　・準要保護認定見込数 小学校　1,538人　中学校　966人

義務教育施設整備

西陵中学校 138,910 112,357 26,553 大規模改修（トイレ）
国庫補助金 　・和式便器の洋式化

33,257 　・省エネ機器への取替え・設置
市債 　・トイレ床、配管等改修

79,100

学校トイレの洋式化 5,000 5,000 小学校の和式便器を洋式便器に改修
　・17基の改修

煙突用断熱材除去工事（新規） 35,496 29,430 6,066 煙突用断熱材の石綿対策工事
国庫補助金 　・気中濃度測定において石綿の飛散無し

11,830 　・実施校数　2校（第四中、西陵中）
市債

17,600

動物園管理運営費（拡充） 704 704 展示の充実のため、オスのチャップマンシマウマを導入
　・移送元　　神戸市立王子動物園

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

2017フードバレーとかちマラソンの開催 4,600 4,600 市民へのスポーツ機会の提供、競技性とイベント性の要素の
マッチングによる地域活性化を目的として実施
　・開催日　　　　　　平成29年10月～11月
　・参加予定人数　　5,500人

日本クラブユースサッカー選手権大会の開催 2,000 2,000 第32回日本クラブユース選手権（U-15）大会の開催 東日本大震災に伴う影響により 
　・開催日　　　　　　　 平成29年8月 平成23年度より帯広市で開催
　・開催場所　　　　　　帯広の森球技場、帯広の森陸上競技場、
　              　　　　　　グリーンパーク　他
　・参加チーム数　　　 48チーム
　・参加選手・役員数　 約1,500人

5,292 5,292 新総合体育館の整備運営業務を行う特別目的会社（ＳＰＣ）の 債務負担行為設定
支援業務委託（新規） 業務が適切に行われていることを確認するためにモニタリング （平成29～33年度）

を実施 限度額21,200千円
　・主な対象事業： 平成29年度～　建設工事

平成29年度 基本設計・実施設計 平成31年度　建物引渡
建設にかかる設計監理、中間検査  　　 　　　 　　一部供用開始

平成30年度 建設にかかる設計監理、中間検査 平成32年度　現体育館解体
平成31年度 建設にかかる設計監理、完成検査（建物本体）  　　 　　　 　　外構工事

維持管理・運営業務 平成33年度　全面供用開始
平成32年度 解体・外構に関する設計監理

維持管理・運営業務
平成33年度 完成検査（外構）、最終引渡

                       維持管理・運営業務維持管理・運営業務

（ 債 務 負 担 行 為 設 定 ）
総合体育館整備運営事業モニタリング

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

八千代公共育成牧場災害復旧事業 25,149 22,402 2,747 台風により、被害を受けた八千代公共育成牧場の復旧工事 平成28年度3月補正予算
道補助金 　・法面、牧区連絡道路等 計上

16,102
市債

6,300

林道災害復旧事業 37,621 32,753 4,868 台風により、通行不能となっている林道の復旧・修復工事 平成28年度3月補正予算
道補助金 　・岩内線外9路線 計上

22,653
市債

10,100

明星橋災害復旧事業 140,000 135,956 4,044 台風被害により落橋した明星橋の復旧工事 ※継続費設定
国庫負担金 　・下部工築造、護岸、上部工製作等 （平成29～30年度）

109,556 　・竣工予定 平成30年8月 平成30年度
市債 上部工架設、舗装工等

26,400

道路災害復旧事業 21,401 20,520 881 台風により、被害を受けた市道の復旧工事 平成28年度3月補正予算
国庫負担金 　・広野・中札内線 計上

10,720 　・拓成・戸蔦線
市債

9,800

河川災害復旧事業 3,824 3,400 424 台風被害により損壊した普通河川に埋設されていた横断管の
市債 再配置、及び河道に堆積した土砂の撤去

3,400 　・所在地 岩内町西1線

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

災 害 復 旧 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝川水系緑地災害復旧事業 808,069 807,990 79 十勝川・札内川の増水により、被害を受けた十勝川水系河川緑地 平成28年度3月補正予算
国庫負担金 の復旧工事 計上

463,190 　・十勝川河川敷　　　平原パークゴルフ場、親水パークゴルフ場、
市債 　　　　　　　　　　　　　　親水広場・運動広場

344,800 　・札内川河川敷　 　　第1・2・3パークゴルフ場・運動広場
　　　　　　　　　　　　　　せせらぎ公園、ファミリースポーツ広場
　　　　　　　　　　　　　　サイクリング広場、川西パークゴルフ場

21,946 21,946 十勝川水系河川緑地の中にあるリバーサイドゴルフ場跡地について ※土木費にて計上
今後も幅広い年代層が利用できる芝生系運動広場として活用する
ための整地

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

国民健康保険の持続的な運営 2,189,246 900,398 1,288,848 医療費の増等に伴う保険料の改定 ※事業費は一般会計繰入金
国庫負担金 　⇒一人当たり保険料改定率　：　約2.4% 平成28年度保険料改定率：

205,024 　（保険料軽減一般会計繰入（実質）：252,598千円） 約2.1％
道負担金 　（基金繰入：100,000千円）

695,374 　・法定軽減（2割、5割）の基準額改定

収納率向上対策
　・ペイジー口座振替受付サービスの導入

70歳以上の高額療養費自己負担限度額を段階的に見直し 課税世帯のみ
　H29.8月～ 課税世帯の限度額を引き上げ 非課税世帯は現行のまま据置
　　　　　　　　一般区分の外来年間上限額を設定
　H30.8月～ 現役並所得者の区分を細分化し限度額を引き上げ
　　　　　　　　一般区分については外来上限額を引き上げ

都道府県単位化に向けた対応
　・決算補填目的の法定外繰入の他項目への振替による縮減
　　実質　286,862千円　⇒　振替後　216,742千円
　　（うち保険料軽減分　252,598千円　⇒　182,478千円）
　・保険者努力支援制度への対応
　・システム整備等

後期高齢者医療の制度改正 595,632 346,118 249,514 保険料特例軽減を段階的に見直し ※事業費は一般会計繰入金
道負担金 　・低所得者の所得割軽減

346,118 　　現行 5割軽減　⇒　H29 2割軽減　⇒　H30 本則（軽減なし）
　・元被扶養者の均等割軽減 所得割は当面賦課せず
　　現行 9割軽減　⇒　H29 7割軽減　⇒　H30 5割軽減
　　　⇒　H31　本則(資格取得後2年間のみ5割軽減)

保険料法定軽減（2割、5割）の基準額改定 国保と同様の制度改正

高額療養費自己負担限度額の見直し 国保と同様の制度改正

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

国 民 健 康 保 険 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

介護予防・日常生活支援総合事業 介護予防事業と介護予防給付の一部を統合し、地域の実情
に応じた事業を総合的に実施

介護予防生活支援サービス事業（新規） 288,130 252,033 36,097 要支援者を対象とした従来の全国一律のサービスだけでなく
介護保険料 多様な主体による多様なサービスを提供

63,390 （訪問型）
国庫補助金 　・訪問介護サービス

72,196 　　現行の介護予防訪問介護と同様
支払基金交付金 　・てだすけサービス

80,350 　　市が定める研修受講者などによる生活援助等
道補助金 　・つながりサービス

36,097 　　住民主体のボランティアなどによる生活援助等
（通所型）
　・通所介護サービス
　　現行の介護予防通所介護と同様
　・ふれあいサービス
　　専門スタッフによる少人数を対象とした機能訓練等

一般介護予防事業（新規） 36,159 31,639 4,520 年齢や心身の状態によって分け隔てることなく、幅広い
介護保険料 高齢者を対象とした多様な予防事業を実施

7,954 　・教室型事業
国庫補助金 　　高齢者の健康状態や参加目的により別々に実施している

9,040 　　介護予防教室を改め、一本化して実施することで内容を
支払基金交付金 　　充実させ、参加者の増加と、自主的な活動への移行

10,125 　　を促進
道補助金 　・サークル支援事業

4,520 　　団体や個人の予防活動の活性化や継続を支援
　・ボランティアポイント事業
　　社会参加活動を通じた地域活動にポイントを付与し、
　　活動の継続を促進
　・リハビリ専門職派遣事業
　　専門職が自主活動団体に出向き、介護予防に関する
　　知識・技術を提供し、予防活動の活性化や継続を支援

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

介 護 保 険 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域包括支援センター運営業務（拡充） 21,088 16,976 4,112 地域包括支援センターサテライト設置、相談員増員による 事業費総額　185,544千円
介護保険料 相談体制の充実、地域包括ケアの推進 ※サテライト開設推移

4,640 　・サテライト開設　南圏域 平成25年度 東圏域
国庫補助金 　・相談員の増員　各包括１人 平成26年度 西帯広・開西圏域

8,224 平成28年度 川北圏域
道補助金

4,112

生活支援サービスの体制整備（拡充） 12,800 10,304 2,496 地域における互助の仕組みを充実させるため、生活支援 事業費総額　18,407千円
介護保険料 サービスのニーズと担い手となる地域資源の把握を図る 平成27年度　研究会設置

2,816 生活支援コーディネーターと生活支援サービスに関わる 平成28年度　コーディネーター
国庫補助金 協議体を設置 配置（市全域）　1人

4,992 　・生活支援コーディネーター　　4人配置（日常生活圏域）
道補助金

2,496

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

上下水道事業一元化・ 16,474 16,200 274 災害に強い水道施設の構築、安全・安心な水の供給に向け、 事業費総額　16,474千円
農村上下水道事業法適用化事業 市債 耐震診断を含めた中長期的な施設更新計画の策定 ※一部農村下水道事業会計

16,200 　・水需要予測、施設の分析評価等 にて計上　970千円

農村上下水道事業の法適用化に向けた移行業務
　・予算科目・勘定科目の設定等

減圧弁室更新事業 21,900 21,900 水道施設の老朽化による機器更新工事
市債 　・川西地区　２箇所（昭和55、56年築）

21,900 　・岩内地区　１箇所（昭和61年築）

川西取水場災害復旧事業 39,200 39,200 台風により、損傷した川西取水場の復旧工事
国庫支出金 　・河床ブロック

19,600 　・河川濁度計
市債

19,600

農村下水道整備 49,038 41,852 7,186 下水道未整備地区に点在する住宅の生活環境の保全及び
分担金及び 公衆衛生の向上を図るため、個別排水処理浄化槽を設置
負担金 　・整備基数　　　　　　20基

7,052
市債

34,800

農 村 下 水 道 事 業 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

簡 易 水 道 事 業 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

ばんえい競馬の開催 16,263,100 16,263,100 0 ばんえい競馬開催
収益事業収入 　開催日　 150日 （平成28年度 ： 152日）
15,419,652 　ナイター開催　 192日 （平成28年度 ： 194日）

手数料 　・公正競馬の確保対策
1,305 　・報償費の増額、生産者対策

財産運用収入 　・情報提供の充実
748 　・来場者サービスの充実

寄附金 　・単独開催10周年の事業実施
1 　・更なるコスト削減

繰入金 　・中央競馬馬券発売体制の強化（網走場外での発売予定）
100,824

市預金利子
1

雑入
740,569

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

ば ん え い 競 馬 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

空港民間委託アドバイザー業務（新規） 70,794 70,794 空港運営の民間委託に必要な調査や準備作業などを
専門的知見をもった業者に委託
　・基本スキームの策定
　・市場意向調査（マーケットサウンディング）実施支援
　・実施方針案、要求水準書案の策定　等

空港整備事業

駐機場拡張工事 420,000 413,000 7,000 国内路線の充実や国際チャーター便の受入れ体制強化を 平成28年度3月補正予算
国庫補助金 図るため駐機場（エプロン）の拡張工事を実施 で債務負担行為新規設定

280,000 　・供用開始予定　　平成30年3月1日
道補助金 　・整備内容

7,000 　　　エプロン拡張（5,230㎡）
市債 　　　小型機エプロン新設（5,673㎡）

126,000 　　　誘導路新設（L=73.5m、W=9.0m）

駐機場拡張航空灯火施設工事 159,000 156,350 2,650 駐機場拡張に伴い必要となる照明灯の設置工事 平成28年度3月補正予算
国庫補助金 　・整備内容 で債務負担行為新規設定

106,000 　　　エプロン照明灯　1基
道補助金 　　　小型機エプロン照明灯　　　2基

2,650 　　　誘導路灯、誘導案内灯新設、電源設備改修
市債

47,700

滑走路等路面調査 7,139 7,139 老朽化した滑走路等の改良に向けた路面調査を実施
　・アスファルト路面の劣化状況調査

搭乗橋増設補助（新規） 15,444 15,444 空港ターミナルビルの拡張に伴い増設する旅客搭乗橋の 債務負担行為設定
設置に対する補助 （平成29～31年度）
　・補助事業者○○帯広空港ターミナルビル株式会社 限度額：30,900千円
　・設置基数○○○2基　⇒　3基

（ 債 務 負 担 行 為 設 定 ）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

空 港 事 業 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

配水管整備事業 844,080 844,080 管路整備 一部平成28年度3月補正予算で
企業債 　・第７次配水管整備事業 1,870 m 債務負担行為新規設定

637,600 　・管路近代化事業 8,872 m ：142,700千円
内部留保資金

206,480

稲田浄水場等施設整備事業 水道の基幹施設である稲田浄水場の施設の老朽化対策として、
機器設備の更新を実施

稲田浄水場設備機器更新事業 345,156 345,156 　・送配水ポンプ設備、受変電設備、電気計装設備等の更新 継続費3年目（平成27～29年度）
企業債 総事業費　1,372,356千円

345,000
内部留保資金

156

稲田浄水場電気計装更新事業 343,500 343,500 　・導水ポンプ、ろ過池、排水池設備等の動力設備の更新 継続費設定（平成29～30年度）

企業債 総事業費　443,300千円
343,500

災害対策事業 19,349 19,349 昨年の台風10号の経験を基にした災害に対応するための備蓄
企業債 資器材の充実及び施設整備

8,100 　・災害対策備蓄資器材の充実
内部留保資金 　　　応急給水コンテナ 10台 ⇒ 20台

11,249 　　　応急給水コンテナ用架台 10台 ⇒ 20台
　　　発電機 　　　　　　1台
　　　水中ポンプ（浄水場内用）  　3台 ⇒ 5台　等
　・水圧低下等に迅速に対応するため、配水ブロック境界にある
　　仕切弁の操作を、稲田浄水場で遠隔操作できるように電動化

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

水 道 事 業 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

下水道長寿命化事業 132,200 131,759 441 管渠長寿命化事業
国庫補助金 　・長寿命化工事 1,320 m

43,000 　・TVカメラ調査 8,000 m
企業債 　・マンホール蓋調査 220 基

76,200
内部留保資金

12,559

公共下水道整備事業 519,400 519,400 0 汚水管整備 380 m 平成29年度末
国庫補助金 雨水管整備 2,470 m 　汚水整備率 99.0%

125,900 　雨水整備率 71.1%
企業債 一部平成28年度3月補正予算で

393,500 債務負担行為新規設定
：63,600千円

終末処理場施設改修事業 229,800 229,800 0 帯広川下水終末処理場設備老朽化による更新
国庫補助金 　・最終沈殿池設備、汚水電気計装設備等

123,200
企業債

106,600

災害対策事業 67,843 67,843 昨年の台風10号の経験を基にした災害に対応するための備蓄
企業債 資器材の充実及び施設整備

41,900 　・災害対策備蓄資器材の充実
内部留保資金 　　　水中ポンプ（処理場内用）　　 4台 ⇒ 9台

25,943 　・台風時に浸水被害のあった地域を優先した雨水管整備
　　　雨水管整備 240 m
　・地下水浸入対策のための、汚水桝やマンホール蓋の取替等
　　　汚水桝の取替            100 箇所
　　　マンホール蓋の取替           115 箇所　等

備　　　　　　　考

下 水 道 事 業 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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